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はじめに
教育基本法が平成 18年 12月に、1947年以来約 60
年ぶりに改正され、その中に『生命を尊び、自然を
大切にし、環境の保全に寄与する態度を養うこと』
という一文が追加された。それにしたがって、学校
教育法、学習指導要領の改訂が行われた。今回の改
訂では各教科において、“環境の保全”“持続可能な
社会の構築”“自然体験の充実”などという言葉が盛
り込まれており、環境教育の充実がはかられた内容
となった。
その背景として現在、地球温暖化問題を始め、酸
性雨、水質汚染、砂漠化など様々な環境問題が注目
され、国民の関心が高まってきていることがある。
一方で現代の子ども達を取り巻く環境は昔とは大
きく変化しており、豊かな自然が減少したことや生
活様式の変化に伴って、自然体験の不足が目立って
きている。
本研究では、まず前橋市・富士見村の教員に環境
教育についての意識と現状等を知るべくアンケート
調査を行い、その結果に基づいて環境教育に先進的
に取り組んでいる施設・企業・団体に聞き取りによ
る実態調査を行い、今後の学校教育においてどのよ
うに活用できるのかを探った。
方 法
１．教員へのアンケート調査
教員対象のアンケートにより、学校教育における
環境教育の取り組み状況、また外部施設の認知と利
用状況を調査した。さらに外部施設等に求められて
いる教員の要望を調査した。
方 法：質問紙によるアンケート調査
対 象：前橋市及び富士見村の小・中学校の教員
期 間：2008年 11月
配 布 数：213部（前橋市 78部、富士見村 135部）
調査項目：自分の学校における環境教育への取り組
み状況に関して 2項目、環境教育の内容を向上す
るために必要だと思うもの 1項目、赤城周辺施設
の認知・利用状況について 2項目、赤城周辺施設を
利用する場合の要望 1項目、環境教育の指導養成
に向けた研修会に関して 2項目
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２．施設・フィールドや団体への聞き取り調査
赤城周辺において、環境保護・環境保全・環境教
育に関する活動に積極的に取り組む団体や、学校が
利用可能な施設・フィールド（児童・生徒が環境教
育を体験的に学習できる場所）を実際に訪れ、現地
での聞き取り調査を実施した。
方 法：現地視察と聞き取り調査
対 象：赤城周辺における環境保護・環境保全・
環境教育に関する活動に取り組む団体 計 32件
期 間：2008年 10月～12月
調査項目：名称、施設概要、活動内容、背景・設置
目的、今後の展望
結果と考察
１．教員へのアンケート調査
⑴ 配布及び回収
赤城山に近い前橋市及び、赤城山麓に位置する富
士見村の 2つの地域において、小・中学校の教員を
対象にアンケート調査を実施した。前橋市は学校数
が多いため各学校 1部、富士見村は学校数が少ない
ため教員全員に配布した。配布数は、前橋市 78部、
富士見村 135部、合計 213部である。回収数は 163部
（76.5％）、そのうち有効回答数は 160部（75.1％）
であった。
⑵ 環境教育の実施状況
学習指導要領の改訂に伴って環境教育に重点が置
かれ、学校教育における環境教育が充実した内容へ
と改まるのに伴って学校現場ではその対応を迫られ
ることになるが、現時点ではどのような状況にある
だろうか。そこで、まず始めに現在の学校における
環境教育への取り組み状況や実態を調査した。
①自分の学校における環境教育の現状
自分の学校において、環境教育の学習に「十分取
り組めている」が 8％、「取り組めている」が 62％、
「やや不足している」が 29％、「取り組めていない」
は 1％であり、このうち「十分取り組めている」「取
り組めている」と回答した教員は合わせて 7割であ
るが、「十分取り組めている」と感じている教員は、
1割に満たなかった。
②自分の学校で環境教育に十分取り組めていない理
由（複数回答）
ここでは、①「自分の学校における環境教育の現
状」の質問で、環境教育に「十分取り組めている」
と回答した教員を除く全ての教員に回答してもら
い、現在、環境教育に十分取り組めていない理由に
ついて質問した。
環境教育に十分取り組めていない理由として、最
も多かった回答は「授業に当てる時間が足りない」
で 49％、次いで「資料や教材が少ない」が 29％、「身
近に適当な施設がない」が 27％であった。少数の回
答には「環境教育が体系化されていない」6％、「授
業準備の時間がない」5％、「教員の知識不足」2％、
また謝金・人材・目的の共通理解をめぐる「外部講
師に関する問題」1％などがあった。
教科や特別活動などで必要とする時数との兼ね合
いから、環境教育だけに時間を当てられないのが学
校の現状といえよう。また「資料や教材が少ない」
や「身近に適当な施設がない」という回答は、環境
教育をより充実させようと考えているが、実践する
うえでの資料や教材が少ないと感じていることがう
かがえる。一方で、児童生徒の調べ学習に関しては
十分実施できているが、体験的な学習については適
当な場所や施設が身近にないため、十分に取り組め
ていない実態も浮かび上がってきた。
環境教育に当てる時間をつくることについては各
学校における調整を待つしかないが、資料・教材や
施設については、外部からの適切な情報提供が有効
だと考えられる。
⑶ 環境教育の内容の向上に必要だと思うもの
環境教育の内容を向上するために必要だと思うも
のを聞いた（複数回答）。
「学習プログラム例」63％、「外部講師を学校に招く」
62％、「施設・フィールド」52％の順で多かった。環
境教育の学習場所として、学校の現場にとどまらず、
外部の適切な施設・フィールドや人材の必要性を感
じている教員が多いことが読み取れる。また、外部
講師を学校に招くという回答が多いことと比較し
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て、「教員自らが指導者養成講習会に参加する」と回
答した教員は 9％と少なかった。その背景には、前
項②の回答に「授業準備の時間がない」とする回答
が多かったことと関連すると考えられる。
以上の結果から、環境教育の学習を行う上で学習
効果を高められるような資料や教材、また施設・
フィールドを活用して「十分に取り組めている」学
校は少なく、一方で、環境教育の内容を向上させる
ためには、時間がない教員にとって、効果的かつ効
率良く学習内容を盛り込めるような学習プログラム
や施設・フィールドが求められているといえよう。
⑷ 近隣施設の認知度と利用状況
①赤城周辺施設等の認知度
前橋市や富士見村にとって身近な自然である赤城
周辺の施設・フィールド（赤城青少年交流の家、赤
城少年自然の家、サンデンフォレスト、赤城ふれあ
いの森等）について認知度を調査した結果、「詳しく
知っている」と回答した教員は 9％と少なく、行っ
たことがあるか名前を聞いたことがある程度の
「知っている」と回答した教員が全体の 8割を占め
た。
②赤城周辺施設等の利用経験
学校教育等で実際に赤城山周辺の施設を利用した
ことが「ある」と回答した教員は 76％であった。特
別活動などでの利用経験率は高いが、前述したよう
に、環境教育の学習場所として学校が利用したいと
思えるような施設やプログラムが赤城周辺には少な
いと感じている教員が多いことから考えて、環境教
育を目的とした利用経験は低いと推測される。
⑸ 赤城周辺施設を利用する場合の要望
今後、環境教育に適した学習場所として赤城周辺
施設等を利用する場合の要望についてたずねたとこ
ろ、「施設・フィールドの案内や学習プログラムの充
実」という回答が 76％と最も多く、ついで「施設へ
の移動手段の充実」65％、また、環境学習に詳しく
なるための「教員向けの研修や視察の充実」30％で
あった。その他には「短時間で内容の濃いプログラ
ム」という回答もあった。
施設・フィールドの案内やプログラムの充実を図
るために、赤城周辺において現在各施設が各々に発
信している案内や情報を集約し、学校等にわかりや
すく伝えられるものがあれば、今後環境教育の充実
が期待できると考えられる。
⑹ 環境教育の指導者養成について
①環境教育の指導者養成に向けた研修会
研修会への参加・不参加を判断する場合、判断基
準となるものは何かという質問を行った。教員が最
も重視しているのは「研修内容が適切」85％であり、
ついで「実施時期が適切」63％であった。「研修場所」
や「講師」に関してもそれぞれ 23％、20％と少数で
はあるが研修会に対する判断材料となっている。
「実施時期が適切」であれば研修会に参加する教
員の数は増大することが期待されるが、教員の個々
の都合を考え合わせた場合すべての教員にとって適
切な時期が一致することはないので、研修会に出席
できなかった教員に対して、研修内容の情報を取得
できる手段の充実が必要と考えられる。
②研修内容への要望
赤城周辺にある施設・フィールドを利用した研修
や講座を考えたとき、どのような研修や講座があれ
ば参加したいと考えるか、という質問を記述式で
行った。
59％が無回答だったが、記述のあった中では「自
然の知識・情報・実態を得られるもの」16％、つい
で「課外活動ではなく学校教育の中でできるもの」
が 12％、「体験プログラム」が 10％の順で多かった。
少数の回答の中には、学習指導要領の改訂を受け
た記述もみられた。例えば「生命・自然を尊重する
精神や態度」に関する記述、また「身近な自然の観
察」や「自然体験の充実」に関する記述であるが、
ここでは「環境教育の本質に迫れるもの」や「学校
周辺の自然を生かした内容」などの回答がそれに当
たる。
赤城山周辺の環境教育 139
２．赤城周辺の施設・フィールドや団体についての
実態調査
⑴ 調査対象
赤城周辺において、学校が利用可能な施設・フィー
ルド、あるいは情報入手可能な団体等を調査するに
あたり、運営形態別に「公共施設」・「企業」・「市民
団体」・「学校」・「その他」の 5つに区分した。聞き
取り調査を行った結果、利用可能と判断された施
設・団体は合計 32件あり、各区分の特徴を次に示す。
⑵ ５つの区分の特徴
①「公共施設」
公共施設の特徴は、広いフィールドと豊富な施
設・自然環境が整い、一般向けのプログラムはもち
ろん、学校等の団体利用にも応じた体験的活動や自
然観察ができるプログラムが用意されている。また、
各施設ともホームページの充実やパンフレット作成
など、さまざまな方法による広報活動を行っている。
今回聞き取り調査した公共施設はすべて休日利用が
可能であり、児童・生徒が課外活動として有効利用
することも可能である。
②「企業」
企業の主な特徴は、環境に配慮した事業を行いな
がら、事業所見学など学校を受け入れて環境教育の
学習の場を提供しているところである。各企業とも
特色のある事業内容を展開しており、環境に配慮し
た取り組み方も企業によってさまざまであるが、今
回聞き取り調査した企業の中でも敷地内にビオトー
プを有しているところが多くあり、自然環境と企業
活動の共存を目指すという点ではどの企業において
も共通の概念があるといえる。
③「市民団体」
ここでいう市民団体は、環境をテーマに自然体験
的活動に取り組む団体である。自然に関する専門的
な知識を持つ指導者が活動プログラムを組むなど、
学校としては必要な情報を入手する目的で利用する
ことができる。
④「学校」
自然保護活動等の活動に積極的に取り組む学校を
対象とし、その活動事例を収集した。
⑤「その他」
上記に該当しない個人による活動や、地元の役員
で組織化して活動している。
⑶ 個々の利用可能な施設・フィールド・団体に
ついての情報
赤城周辺の施設・フィールドや団体において実施
可能な活動の一覧を、表 1に示す。
聞き取り調査の結果、自然観察ができるところが
12件、体験的活動ができるところが 10件、施設等の
見学ができるところが 11件、環境教育を実施するに
あたって教員の情報入手が可能なところが 24件、学
校向けのプログラム・学校での環境教育の実施例が
あるところが 13件、子ども達の休日利用が可能・休
日にプログラム等を実施しているところが 23件
あった。本研究では学校での利用を主に扱うことと
し、休日利用については詳しくは扱わない。
自然観察ができる施設・フィールドや団体の 12件
のうち 10件は自然観察ができる場所を有していた。
観察できるものは、それぞれの施設・フィールド周
辺の森林・動植物・昆虫・ビオトープ等の自然であっ
た。また、自然観察ができる場所を独自に持ってい
ない 25．桐生の清流と森林を守る会、26．ぐんま緑
のインタープリター協会については、自然観察に関
するプログラムを有していた。
体験的活動ができるところでは、活動の内容は、
自然体験ゲーム活動（ウォークラリー、ネイチャー
ゲーム）、昆虫採集、自然のものを用いたクラフト、
炭焼き体験、ウインナー作りなどであった。
見学ができるところでは、11．小野里工業では屋
上緑化、13．サンデンフォレストでは自動販売機・
ショーケース組立工場での環境に配慮した生産工
程・廃棄物の分別リサイクル、生ゴミ処理システム
についての見学など、5件で環境に配慮した事業を
行っている会社の活動を見学できる。また、2．赤城
ふれあいの森では森林についての展示、5．ぐんま昆
虫の森では昆虫についての展示など、4件で自然に
関する各種展示を見ることができる。
環境教育を実施するにあたって教員の情報入手が
可能な団体は 23件あった。ここでは、10．赤城自然
140 西 薗 大 実・小須田 一 恵・野 澤 亜 矢
表１ 赤城周辺施設・フィールドや団体において実施可能な活動一覧
自然観察 体験的な活動 見 学 宿泊利用 情報入手 学校の活動事例 休日利用
1 赤城水源の森 ○ ○
2 赤城ふれあいの森 ○ ○ ○ ○ ○
3 桐生自然観察の森 ○ ○ ○
4 桐生青少年野外活動センター ○ ○ ○ ○
5 群馬県立ぐんま昆虫の森 ○ ○ ○ ○ ○
6 県立ぐんま天文台 ○ ○ ○ ○
7 国立赤城青少年交流の家 ○ ○ ○ ○
8 前橋市赤城少年自然の家 ○ ○ ○ ○
9 前橋児童文化センター ○ ○ ○
10 赤城自然園 ○ ○ ○ ○
11 小野里工業㈱ ○ ○※ 1
 
12 鹿島建設㈱ ○ ○
13 サンデンフォレスト ○ ○ ○ ○ ○
14 上毛資源株式会社 ○ ○
15 電力中央研究所赤城試験センター ○ ○ ○ ○
16 林牧場福豚の里とんとん広場 ○ ○ ○
17 プラス㈱プラスファニチャーカンパニー ○ ○
18 ㈱ヤマト ○ ○
19 あかぎくらぶ ○
20 赤城姫を愛する集まり ○
21 NPO法人群馬県自然保護連盟 ○ ○
22 NPOCCC自然・文化創造工場関東事業部 ○ ○ ○
23 NPO法人森の会 ○ ○
24 粕川流域ネットワーク ○
25 桐生の清流と森林を守る会 ○ ○
26 ぐんま緑のインタープリター協会 ○ ○ ○ ○
27 群馬県立勢多農林高等学校植物バイオ研究部 ○ ○
28 木の実幼稚園 ○ ○
29 渋川市立南雲小学校 ○
31 ガーネット ○※ 2 ○
31 赤城山自然農園 ○※ 3 ○
32 室沢地区棚田保全実行委員会 ○ ○
計 12  11  11  3  24  3  23
※ 1 内容によるが講師派遣も可能
※ 2 学校にてコンサート可能
※ 3 学校向けに炭焼きや植林の指導、講義も可能
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園では赤城山西麓標高 600－700mの自然環境につ
いての情報が入手できる。17．プラス㈱プラスファ
ニチャーカンパニーではオフィス家具の開発・生
産・製造における環境配慮や神沢川クリーン運動（環
境整備を行政、地域、会社が一体となって取り組ん
でいる）についての情報が入手できる。このように、
赤城周辺の施設・フィールドや団体では、木・森林・
昆虫・動植物などの自然環境に関する情報、会社の
環境に配慮した事業・取り組み・技術に関する情報、
炭焼き・植林などのさまざまな活動の情報を入手す
表２ 学校が利用する時の活動内容・教員が入手できる情報における学校教育での位置づけ
総合的 な
学習の時間 理科 社会科 家庭科 技術科 生活科 特別活動
1 赤城水源の森 ○ ○ ○
2 赤城ふれあいの森 ○ ○ ○ ○
3 桐生自然観察の森 ○ ○ ○ ○
4 桐生青少年野外活動センター ○ ○ ○
公
共
施
設
5 群馬県立ぐんま昆虫の森 ○ ○ ○ ○
6 県立ぐんま天文台 ○
7 国立赤城青少年交流の家 ○ ○ ○
8 前橋市赤城少年自然の家 ○ ○ ○
9 前橋児童文化センター ○ ○
10 赤城自然園 ○ ○ ○
11 小野里工業㈱ ○ ○
12 鹿島建設㈱ ○ ○
13 サンデンフォレスト ○ ○ ○ ○ ○ ○企
業
14 上毛資源㈱ ○ ○
15 電力中央研究所赤城試験センター ○ ○ ○ ○
16 林牧場福豚の里とんとん広場 ○ ○ ○
17 プラス㈱プラスファニチャーカンパニー ○ ○ ○ ○
18 ㈱ヤマト ○ ○
19 あかぎくらぶ
20 赤城姫を愛する集まり ○ ○
21 NPO法人群馬県自然保護連盟 ○ ○
22 NPO CCC自然・文化創造工場関東事業部 ○ ○
市
民
団
体 23 NPO
法人森の会 ○
24 粕川流域ネットワーク ○ ○
25 桐生の清流と森林を守る会 ○
26 ぐんま緑のインタープリター協会 ○ ○ ○ ○
27 群馬県立勢多農林高等学校植物バイオ研究部 ○ ○
学
校 28 木の実幼稚園
29 渋川市立南雲小学校 ○ ○ ○ ○
30 ガーネット ○ ○そ
の
他
31 赤城山自然農園 ○
32 室沢地区棚田保全実行委員会 ○ ○ ○
計 28  17  5  4  5  9  13
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ることができる。学校の先進事例としては、29．渋
川市立南雲小学校は文化庁「文化財愛護活動推進方
策研究」に指定されており、また、27．群馬県立勢
多農林高等学校植物バイオ研究部は文部科学省「目
指せスペシャリスト」の指定を受けており、各社新
聞記事に活動が掲載されるなど児童・生徒の活躍ぶ
りを知ることができる。
教員対象のアンケートで要望の多かった「学習プ
ログラム」を有しているところは、ほとんどが公共
施設であったが、13．サンデンフォレストや 16．林
牧場福豚の里とんとん広場のように企業でプログラ
ムを有しているところ、また 26．ぐんま緑のイン
タープリター協会のように専門家としてプログラム
を有している団体もある。
⑷ 学校教育での位置づけについて
①各活動についての学校教育での位置づけ
自然観察は、学校教育において『生活科（5）身近
な自然を観察し、自分たちの生活を工夫したり楽し
くしたりする』『理科小学校第 3学年 B（2）身近な自
然の観察、中学校第 2分野（7）（イ）自然環境の調
査と環境保全』『特別活動』『総合的な学習の時間』
などでの実施が考えられる。
体験的活動は、学校教育において『生活科』『理科』
『家庭科』『技術科』『総合的な学習の時間』『特別活
動』などでの実施が考えられる。例えば、2．赤城ふ
れあいの森の“木でできたおもちゃ作り”が『生活
科内容（6）身近な自然を利用したり、身近にある物
を使ったりなどして、遊びに使う物を工夫してつく
る』、7．国立赤城青少年交流の家の“自然体験活動
（登山・ウォークラリー・ネイチャーゲーム等）、創
作・文化活動（クラフト等）”の『総合的な学習の時
間』『特別活動』での実施などである。
見学は、学校教育において『理科』『社会科』『家
庭科』『技術科』『総合的な学習の時間』『特別活動』
などでの実施が考えられる。例えば、14．上毛資源
㈱の“廃棄物処理についての工場見学”“リサイクル
についての見学”が『社会科 内容の取り扱い（3）
イ「廃棄物の処理」については、ごみ、下水のいず
れかを選択して取り上げ、廃棄物を資源として活用
していることについても扱うこと』『総合的な学習の
時間』での実施、15．電力中央研究所赤城試験セン
ターの“新エネルギー、環境などについての研究所
見学”の『技術科 Bエネルギー変換に関する技術
新エネルギー技術、省エネルギー技術について』『総
合的な学習の時間』での実施などである。
環境に関する情報入手は、学校教育において『生
活科』『理科』『社会』『家庭科』『技術科』『総合的な
学習の時間』などでの実施が考えられる。例えば、
5．群馬県立ぐんま昆虫の森の“昆虫・里山”が『生
活科』『理科 生物に関する学習』『総合的な学習の
時間』、11．小野里工業㈱の“屋上緑化の技術”の『技
術科 C生物育成に関する技術 先端技術につい
て』『総合的な学習の時間』での実施などである。
②赤城周辺の施設・フィールドや団体全体について
の学校教育の位置づけ
学校が利用する時の活動内容と、教員が入手でき
る情報の 2つにおける学校教育での位置づけについ
て、表 2に示す。
総合的な学習の時間での利用が可能なところが
28件、理科での利用が可能なところが 17件、社会科
での利用が可能なところが 5件、家庭科での利用が
可能なところが 4件、技術科での利用が可能なとこ
ろが 5件、生活科での利用が可能なところが 9件、
特別活動での利用が可能なところが 13件あった。
赤城山周辺では、自然観察・自然体験活動など、
自然環境をテーマとするプログラムや施設・フィー
ルドがほとんどであったので、理科においての利用
が可能な所が多いのは当然であるといえる。
家庭科においては、13．サンデンフォレストや 17．
プラス㈱プラスファニチャーカンパニーの工場での
分別リサイクルや会社での普段の生活において環境
に配慮した行動をしているという点を用いた「D環
境に配慮した生活」での利用、24．粕川流域ネット
ワークの粕川流域地域にある市民団体の活動に関す
る情報が小学校「D 身近な消費生活と環境 環境
に配慮した地域の取り組みにも関心を持つ」での利
用、16．林牧場福豚の里とんとん広場での食育学習
などが考えられる。
このように、各教科や総合的な学習の時間や特別
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活動において利用することができる施設・フィール
ドや団体が、赤城山周辺には多数存在している。
まとめ
教員へのアンケート調査の結果から、環境教育に
十分取り組むことができないと考える教員や学校側
の背景には、環境教育を実践するに当たり「資料・
教材が少ない」や、「身近に適当な施設がない」など
の、学習環境・教材などの不十分さに課題がある実
態が見えてきた。
また、赤城周辺の施設やフィールドに関しては、
施設当の存在を「詳しく知っている」「知っている」
の両者の回答を合わせれば、9割もの教員が施設・
フィールドの存在を知っている結果になるが、その
うちの 8割は、行ったことがあるか名前を知ってい
る程度の認知であり、施設概要や実施可能な環境学
習プログラムなどの詳しい情報までは周知されてい
ない実態が把握できた。赤城周辺の調査では自然体
験活動や、新エネルギー・環境に配慮した生産・新
技術等、環境の保全に関する活動に積極的に取り組
んでいるところは沢山あった。これらの施設・フィー
ルドや団体を学校現場において利用し、子どもたち
の目で実際に見たり体験したりすることはとても効
果的であると考える。しかし、教員対象のアンケー
ト調査から、これらの情報が学校には周知されてい
ないことが推察できる。そこで、環境教育を行うに
あって「時間がない」教員が、限られた時間の中で
「学習プログラム」を有効に活用できるよう、これ
らの情報を伝える必要があると考える。今後このよ
うな「学習プログラム」や「施設・フィールドや団
体」の利用が増えれば、環境教育の推進が期待でき
る。
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